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1.1.1.1.はじめにはじめにはじめにはじめに    

未固結かつ土被りが浅い地山内にトンネルを構築する場合、従来このようなトンネルは開削工法かシール

ド工法で施工されていた。近年は、山岳工法における切羽対策のための補助工法が著しく進歩し、山岳工法

による施工実績が増大している。ところで、都市域において山岳工法でトンネルを構築する際、NATM の根

本思想に基づき、加背割りを主に考えて掘削する場合と従な立場から適切な補助工を併用して掘削する場合

がある。しかしながら、特殊な地山・立地条件によっては、トンネル施工時に切羽が崩壊することことが数

値解析的に指摘されている 1)。 

  本報告は、未固結かつ土被りが浅い地山内でトンネル工事が行われることを想定し、トンネル掘削に伴う

地表面沈下対策を講じるための加背割りや補助工について、数値解析的に検討したものである。 

2.2.2.2.数値解析事例数値解析事例数値解析事例数値解析事例    

 2 車線道路トンネルが未固結かつ土被りが浅い都市域の地山において施工されるものとする。そして、ト

ンネルの直上には家屋などの建築物やガス管などの地下構造物がある場合には、トンネル掘削に伴う沈下量

が許容値以内に制御する必要がある。したがって、トンネル工事に携わる技術者は、周辺の構造物に悪影響

を及ぼさない施工法を検討する必要がある。 

  NATM における主な立場からは、地山特性に応じた切羽が自立する加背割りを考える必要がある。一方、

従な立場からはどのような補助工法を併用するのかを考える必要がある。この報告では、トンネル施工時に

崩壊することことが数値解析的にわかっている地山・立地条件 1)を対象とし、地表面沈下対策を講じるため

の加背割りや補助工について数値解析な解明を行った。解析モデルを図－1 に示す。図中の H は土被り厚さ

で、H=10ｍである。また、解析の対象とした未固結地山は、図中の一部に示した格子状のブロックでモデル

化した。表－1 は、解析で用いた地山の強度・変形特性のための入力定数である 1)。表－2 は、トラス要素で

モデル化した支保部材のための入力定数である。 

  加背割りは、上半工法と中壁分割工法である CRD 工法の 2 つについて検討した。補助工については、ロ

ジンジェット工法を採用するものとし、解析上は厚さ 60cm でトンネルアーチ 120°の範囲の地山が改良され 

 

                                              表－1 地山の入力定数 1)    表－2 支保部材の入力定数 
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            図－1 解析モデル 

ーワード：加背割り、補助工、浅い土被り 

絡先：〒572-8508  寝屋川市池田中町 17-8  摂南

 

弾性係数 7.5×104 kN/m2  

単位体積重量 20 kN/m3  

内部摩擦角 15°  

吹 付 け コ ン

クリート 
の弾性係数 2) 

3.4×106 kN/m2 

粘着力 1.0×102 kN/m2  

ポアソン比 0.35  

側圧係数 0.4  

ロックボルト

の弾性係数 
2.1×109 kN/m2 

垂直剛性 3.8×104 kN/m3   

せん断剛性 1.4×104 kN/m3   
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たものとして取り扱った。なお、支保部材であるロックボルトの打設長さ・打設本数と吹付けコンクリート

の厚さは、地山等級 DⅡの標準的なものとした。そして、これらの支保工は、トンネルの加背割りに合わせ

て施工されるものとした。トンネルは、1)上半工法、2)CRD 工法、3)地山改良を併用した全断面工法の 3 つ

の方法で施工されるものとして、これらを解析の対象とした。    

3.3.3.3.解析結果とその考察解析結果とその考察解析結果とその考察解析結果とその考察    

  図－2 にトンネル掘削に伴う地表面沈下量を示す。この解析結果は、地山を図－1 のように格子状ブロック

でモデル化したとき、その節理群に傾きがない場合である。図中の○印は上半工法、□印は CRD 工法、△

印は地山改良を併用した全断面工法で施工した場合の地表面沈下量を示している。例えば、地上に家屋のよ

うな建築物がある場合には、許容沈下量が 30mm3)となっていることから、トンネルを上半工法で施工した場

合には、建築物に支障が生じることが懸念される。 

図－3 は、節理群に 30°の傾きがある地山を上半工法(○印)、右側から掘削した CRD 工法(□印)、左側か

ら掘削した CRD 工法(■印)、地山改良を併用した全断面工法(△印)で掘削した場合の地表面沈下量を示した

ものである。この図において、地山改良を併用した全断面工法で掘削した場合の沈下量が最も大きくなって

いるのは、トンネル右肩部からの変形を抑制するための改良ゾーンが不足しているためである。このような

地山条件下において、トンネル掘削に伴う沈下量を抑制するためには、地山改良領域のことも考えて施工す

る必要がある。 

4.4.4.4.まとめまとめまとめまとめ    

  トンネル工事が加背割りを考慮して施工された場合と補助工を併用して施工された場合、地表面沈下にど

のような影響が生じるのかを数値解析的に解明することを試みた。まとめると以下のようになる。 

1）節理群に傾きのない地山で加背割りを主に考えてトンネルを施工する場合には、上半工法よりも CRD 工

法で掘削する方が地表面沈下の抑制には効果のあることがわかった。さらに、地山改良工法を併用して施工

した場合にも、CRD 工法と同程度の沈下抑制効果のあることがわかった。したがって、このような地山条件

においては、補助工を積極的に併用した全断面工法で施工することが望ましい。 

2）一方、節理群に傾きがあるような地山では、NATM の根本思想に基づき、加背割りを主に考えて掘削し

たほうが補助工法を併用して施工するよりも沈下量を抑制できることがわかった。 

3）しかしながら、トンネル掘削に伴う地表面沈下を抑制するためには、トンネルが掘削される地山条件や立

地条件について十分に調査・検討し、施工機械のことも考慮して掘削工法を決定する必要がある。 
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       図－2 地表面沈下量(節理群の傾き 0°)             図－3 地表
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